
支援１ 職員研修

ストック効果最大化を念頭に効果の全体像
をどのように把握・分析し考察すべきかに
ついて研修する

支援２ 分析支援

個別事例のストック効果の分析方法や考
察・解釈の仕方に関する技術的なアドバイ
スなどを行う

SPIVE（スパイブ）とは？

産学官連携インフラ戦略推進プラットフォーム（Strategic Platform for Infrastructure Value 
Enhancement／SPIVE：スパイブ）は、社会資本整備のストック効果を最大限高めることを目的に地方公
共団体などの職員の「3つの取組」を充実化するために「2つの支援」を行います。

将来的には、地方公共団体などの職員同士の事例・ノウハウ（事後検証によるレッスンの蓄積や事前予測の活
用の有効性など）の共有などの横展開も行います。

産学官連携インフラ戦略推進プラットフォーム（Strategic Platform for Infrastructure Value 
Enhancement／SPIVE：スパイブ）は、社会資本整備のストック効果を最大限高めることを目的に地方公
共団体などの職員の「3つの取組」を充実化するために「2つの支援」を行います。

将来的には、地方公共団体などの職員同士の事例・ノウハウ（事後検証によるレッスンの蓄積や事前予測の活
用の有効性など）の共有などの横展開も行います。
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ストック効果の最大化策検討

地方公共団体などの職員の３つの取組を支援！

事後検証によるレッスンの蓄積と活用
事前予測を活用した
関係機関との協力

効果が十分に生じている場合

社会資本整備をきっかけに、例
えば、民間投資の働きかけやソ
フト対策が効果発現に貢献した
かを検証

レッスンとして蓄積し新たなストック効果最大化策の
展開や他事業へ活用する

効果が十分に生じていない場合

効果が十分に生じなかった要因と
して、例えば、整備にあわせた民間
投資の働きかけやソフト対策の実
施状況を検証

社会資本整備の効果に関する情報（例.
アクセス性の改善）を、計画段階から、
地方公共団体の商工観光部局・経済
団体などに提供することで、企業や観
光客の誘客戦略の立案に活用しても
らい効果を早期に発現させる。そして、
企業や観光客などの利用実態に関す
る実績データを提供してもらい詳細な
ストック効果分析へ活用する

対外的な広報による
事業価値の認知度向上

事後検証や事前予測の結
果を対外的に発信し、事
業価値の認知度を高める
ことで事業に対する理解・
共感を高める



SPIVEの構成員と関係性

インフラ戦略推進サポーター

※必要に応じて、国土交通省内の関係組織、学会や他の大学の有識者と協力

 SPIVE（スパイブ）は、産学官の連携により、「効果を出す」ためのストック効果の分析、最大化検討に関する人
材育成と技術的助言を行うプラットフォームです。国土交通省が「インフラ戦略推進サポーター」を選任・公表
し、地方公共団体などの職員を対象に支援を行います。

 SPIVE（スパイブ）は、産学官の連携により、「効果を出す」ためのストック効果の分析、最大化検討に関する人
材育成と技術的助言を行うプラットフォームです。国土交通省が「インフラ戦略推進サポーター」を選任・公表
し、地方公共団体などの職員を対象に支援を行います。

 職員研修の講師は国土交通省職員、委託先
のコンサルタントもしくは専門知識を有する
有識者が担う

 講師はアドバイザリーボードの承認を受けた
研修資料を用いて研修を行う

① 研 修 サ ポ ー ター① 研 修 サ ポ ー ター

 職員研修の講師は国土交通省職員、委託先
のコンサルタントもしくは専門知識を有する
有識者が担う

 講師はアドバイザリーボードの承認を受けた
研修資料を用いて研修を行う

① 研 修 サ ポ ー ター

 学識経験者、民間企業職員、地方公共団体職
員、非営利活動団体職員を対象に公募しアド
バイザリーボードにて選任する

 選任者はアドバイザリーボードからの講習を
うけて支援を行う

② 分 析 支 援 サ ポ ー ター② 分 析 支 援 サ ポ ー ター

 学識経験者、民間企業職員、地方公共団体職
員、非営利活動団体職員を対象に公募しアド
バイザリーボードにて選任する

 選任者はアドバイザリーボードからの講習を
うけて支援を行う

② 分 析 支 援 サ ポ ー ター

 インフラ政策に携わる地方公共団

体などの職員はプラットフォーム

のサポーターに依頼し分析支援な

どを受ける

地 方 公 共 団 体 な ど の 職 員
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サポーターの選任
サポーターへの講習

研修資料のチェック研修実施
分析支援

【役割】 研修資料のチェック、分析支援サポーターへの講習、分析
支援ニーズをふまえた分析手法の検討など

将来的には、地方公共団体な
どの職員同士の事例やノウハ
ウの共有などの横展開も行う



出発点
（インプット）

サービスの提供
（アウトプット）

サービスによる直接的な恩恵
（アウトカム）

サービスによる効果の波及
（アウトカム）

景観の向上

災害時の道路閉塞防止

犯罪の防止・抑止

災害時の避難場所確保

救援活動の円滑化

国民の幸福感
（Well-being）

向上

電柱の地中化

車線の減少

自転車道の新設

歩行空間の拡幅

ファサード整備

駐輪場新設

照明新設

外出機会の創出

夜間の歩行快適性向上

自動車利用者の減少 消費額の変化

道路の空間再編

社会変化
（インパクト）

滞留時間の増加

公共交通の利用拡大

歩行快適性の向上

歩行者の事故率の減少

歩行者の増加

コミュニティの強化

安全・安心感向上

居住快適性の向上

子育て支援

シビックプライドの醸成

ヒートアイランド現象の緩和

健康増進

感染症拡大の防止

子どもの居場所の増加

違法駐輪の減少

自転車利用者の増加自転車利用者の快適性向上

芝生広場等の
整備

政策目標設定

プロジェクトの
実施体制確保

地価の
変化

① ス ト ッ ク 効 果を 伝 え るター ゲ ット と 伝 え 方① ス ト ッ ク 効 果を 伝 え るター ゲ ット と 伝 え 方

② ス ト ッ ク 効 果の 分 析 手法② ス ト ッ ク 効 果の 分 析 手法

 社会資本整備が社会経済活動へ与える幅広い効果の波及過程を
具体的に可視化する際の考え方としてロジックモデル（右図）の作
成方法を学ぶ。

 ロジックモデルで示した各効果の要素の受益者が誰であるか、各
要素は定量的に計測可能か、もしくは定性的に把握可能かを明確
にしたうえで、分析対象事業のストック効果の分析方針として、誰
に対して、どの効果をどのように伝えるべきか（定量or定性）につ
いての検討方法を学ぶ。

図 道路空間再編に関するロジックモデルの作成例

職員研修で伝える3つのポイント

ストック効果の定量的な分析手法として、有無比較法（経済モデルを用
いたシミュレーション）、前後・地域間比較法（統計分析）について、手法
の特徴と利用方法を学ぶ（右表）。簡易な分析方法から高度な分析方法
までニーズに応じて分析手法を示す。また、定量的に分析困難であるも
のの、定性的な効果発現が期待される場合のアンケートやヒアリングな
どを用いた分析方法、効果発現のメカニズム・筋道（ナラティブ）を明確
にする際の考え方を示す。 分 析 内 容分 析 手 法

ある１時点で、インフラを整備した場
合と整備しなかった場合を比較し、
効果を示す。

有無比較

（経済モデルを用い
たシミュレーション）

社会資本整備前後・地域間の相違を
効果として示す。

前後・地域間比較
（統計分析）

表 定量的な分析手法

③ストック効果最大化策の検討方法③ストック効果最大化策の検討方法

事後検証によるレッスンの蓄積と活用方法、事前予測を活用した
関係機関との協力の方法、対外的な広報による事業価値の認知
度向上に関して、具体事例・イメージを示しながら、ストック効果最
大化策の検討方法を学ぶ。

職員研修では、ストック効果の基本概念を説明した後、「①ストック効果を伝えるターゲットと伝え方」、「②ス
トック効果の分析手法」、「③ストック効果最大化策の検討方法」の3つのポイントに焦点をあてて説明します。

職員研修の講師は国土交通省職員、委託先のコンサルタントもしくは専門知識を有する有識者が担います。

職員研修では、ストック効果の基本概念を説明した後、「①ストック効果を伝えるターゲットと伝え方」、「②ス
トック効果の分析手法」、「③ストック効果最大化策の検討方法」の3つのポイントに焦点をあてて説明します。

職員研修の講師は国土交通省職員、委託先のコンサルタントもしくは専門知識を有する有識者が担います。

支援１ 職員研修（研修サポーター）



① 個 別 事 例 に 対 す る支 援① 個 別 事 例 に 対 す る支 援

STEP①：国土交通省総合政策局社会資本整備政策課
が分析支援サポーター候補者を公募。

STEP②：候補者が「インフラ戦略推進サポーター要件

（ストック効果分析に関する業務実績、査読
付き論文実績など）」に合致する者であるか
否かを調査。

STEP③：アドバイザリーボードにおいてサポーターを

選任し、各サポーターの専門分野・実績など
を国土交通省ホームページで公開。

分析支援のイメージ 分析支援サポーターの選任から支援までの流れ

アドバイザリーボードによる分析支援サポーターの選任アドバイザリーボードによる分析支援サポーターの選任

STEP①：地方公共団体などの組織

は、国土交通省ホームペー
ジから、支援を依頼したい
サポーターを選任。

STEP②：選任されたサポーターは、

地方公共団体などの組織
の要請に応じて必要な支
援を実施。

分 析 支 援 サ ポ ー ター に よる 支援分 析 支 援 サ ポ ー ター に よる 支援

 国・地方公共団体などが個別事例を対象にストック効果分析
を行うにあたり、どのようなデータや分析手法が有効か、分析
結果の示し方・解釈の仕方（ストック効果最大化のためのレッ
スンの蓄積の仕方など）はどのようにすべきかを技術的側面
からアドバイスするとともに、他地域の取組事例などを情報
提供する。

 ただし、具体的な数値解析や資料作成などが必要な場合は、
別途、支援を依頼する機関から業務発注などを行うものとし、
本支援の枠組み内での対応は行わない。

② 分 析 に 必 要 な デ ー タ の紹 介 ・提 供② 分 析 に 必 要 な デ ー タ の紹 介 ・提 供

 ニーズに応じて、ストック効果分析に必要となるデータについて
情報提供などを行う。

図 物流センサス（全国貨物純流
動調査）による地域間の貨物
流動の可視化例

分析支援は、国・地方公共団体などが個別事例を対象にストック効果分析を行うための分析手法や分析結果の
示し方・解釈の仕方（ストック効果最大化のためのレッスンの蓄積の仕方など）について技術的なアドバイスを行います。

分析支援サポーターは候補者を公募し、アドバイザリーボードの承認を受けて選任します。

分析支援は、国・地方公共団体などが個別事例を対象にストック効果分析を行うための分析手法や分析結果の
示し方・解釈の仕方（ストック効果最大化のためのレッスンの蓄積の仕方など）について技術的なアドバイスを行います。

分析支援サポーターは候補者を公募し、アドバイザリーボードの承認を受けて選任します。

支援２ 分析支援（分析支援サポーター）

 例えば、「ミクロデータ（調査票情
報）」を用いた分析の有効性などを
紹介し、総務省が運営するミクロ
データのポータルサイト（miripo）な
どを利用し、データ入手（申請）の
支援を行う。

 国土交通省が保有するデータにつ
いては、提供可能データを積極的
に提供し活用いただく （右図は活

用例）。


